
松山市ゼロカーボン推進補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は，松山市補助金等交付規則（昭和４４年規則第６号）第２条に規定する補助事業等のう

ち，クリーンエネルギーシステム等を設置する者に対し，予算の範囲内で補助金を交付することにより，脱

炭素社会の実現及び環境保全意識の高揚を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

(1) 太陽光発電システム 太陽電池を利用して電気を発生させるための設備及びこれに附属する設備であ

って，次に掲げる要件を満たすものをいう。 

ア 当該太陽光発電システムが発生させた電気が，設置された建物等（住宅展示場に建設された住宅を除

く。以下同じ。）又は当該建物等と同一敷地内の住宅若しくは事業所において消費され，かつ，低圧配

電線に連結されること。 

イ 太陽電池モジュールの公称最大出力の合計値（単位はキロワットとする。以下同じ。）が５０キロワ

ット未満であること。 

ウ 一般財団法人電気安全環境研究所（以下「ＪＥＴ」という。）認証又は国際電気標準会議（ＩＥＣ）

のＩＥＣＥＥ－ＰＶ－ＦＣＳ制度に加盟する海外認証機関による認証を受けたものであること。 

(2) 家庭用燃料電池システム 建物等（人が居住するものに限る。）に設置した燃料電池ユニット等から構

成される電気及び熱の供給を主目的としたシステム（一般財団法人日本ガス機器検査協会の認証を受けた

ものに限る。）をいう。 

(3) 住宅用蓄電池システム 建物等（人が居住するものに限る。）に定置型のリチウムイオン蓄電池部

（リチウムの酸化及び還元により電気的エネルギーを供給する蓄電池をいう。）とインバーター等の電力

変換装置とが一体的に構成されたシステム（一般財団法人電気安全環境研究所の認証を受け，又はそれと

同等以上の性能及び品質を有していると市長が認めたものに限る。）をいう。 

(4) ＺＥＨ基準 快適な室内環境を保ちながら住宅の高断熱化及び設備の高効率化により省エネルギーに

努めるとともに，太陽光発電等によりエネルギーを創ることで，１年間で消費する住宅のエネルギー量が

正味でおおむねゼロ以下となる住宅に該当するかどうかを判定するための国が示す基準をいう。 

(5) ＺＥＨ 建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針（平成２８年国土交通省告示第４８９号）に

基づく第三者認証表示制度（住宅版ＢＥＬＳをいう。）において定める次の評価について認証を受け，か

つ，当該評価に基づいて建築し，又は改修した住宅（住宅展示場に建設された住宅を除く。以下同じ。）

をいう。 

ア 再生可能エネルギーを導入していること。 

イ 強化外皮基準において定める外皮平均熱貫流率（ＵＡ値をいう。）が０．６Ｗ／㎡・Ｋ以下であるこ

と。 

ウ 再生可能エネルギーを除いた設計一次エネルギー消費量の基準一次エネルギー消費量からの削減率が

２０パーセント以上であること。 

エ 再生可能エネルギーを加えた設計一次エネルギー消費量の基準一次エネルギー消費量からの削減率が



１００パーセント以上であること。 

(6) Ｖ２Ｈ充放電システム 電気自動車等からの電力の取出し及び電気自動車等に充電をする装置で，一

般社団法人電動車両用電力供給システム協議会の規格の電気自動車用充放電システムガイドラインＶ２Ｈ

－ＤＣ版に基づく検定（ＣＨＡＤｅＭＯ－Ｖ２Ｈ－ｐｒоｔоｃоｌ認証）に合格しているものをいう。  

(7) 家庭用エコキュート 建物等（人が居住するものに限る。）に設置したヒートポンプユニット（二酸化

炭素を冷媒としたヒートポンプユニットをいう。）等から構成される熱の供給を主目的としたシステム

で，日本産業規格Ｃ９２２０に適合するものをいう。 

(8) 対象システム 太陽光発電システム，家庭用燃料電池システム，住宅用蓄電池システム，ＺＥＨ，Ｖ２

Ｈ充放電システム及び家庭用エコキュートをいう。ただし，ＺＥＨ以外にあっては，一般に販売されてい

る未使用のもの（中古品及びリース機器を除く。）に限る。 

（交付の対象及び条件） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下この条において「補助対象者」という。）は，市内の建物等に対象

システムを設置し，若しくは市内の住宅に対象システムを導入した個人又は法人で，第１号に定める要件

を満たし，かつ，第２号から第４号までに掲げる対象システムにあっては，それぞれに定める要件を満た

すものとする。ただし，市長が適当と認めたときは，この限りでない。 

(1) 共通 

ア 市税を滞納していない者であること。 

イ 当該対象システムについて，市が行っている他の制度による助成を受けていないこと。 

ウ 当該対象システムの設置及び導入について，当該建物等及び住宅において最初の市に対する補助金の

申請であること。 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する

暴力団及び同条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

(2) 太陽光発電システム 

ア 当該太陽光発電システムが発電した電気を自らが所有する建物において使用し，電気事業者と電力受

給契約を締結していること。ただし，補助対象者が当該建物を所有する者で，当該電気を使用し，当該

電力受給契約を締結しているものでないときは，補助対象者が当該建物を所有する者で，当該電気を使

用し，当該電力受給契約を締結しているものを，補助対象者と生計を一にする３親等以内の親族である

者とすることができる。 

イ 第３号のＺＥＨに対する補助金の交付を受けていないこと。 

ウ 当該太陽光発電システムが発電させた電気を使用する建物の表題登記が完了した日から起算して３年

を経過した日以後に電気事業者と電気受給契約を締結していること。 

(3) ＺＥＨ 

ア ＺＥＨ基準を満たす住宅の新築若しくは購入（建売住宅に限る。）又はＺＥＨ基準を満たすために住

宅を改修するものであること。 

イ 電気事業者と電力受給契約を締結していること。 

ウ 第２号の太陽光発電システムに対する補助金の交付を受けていないこと。 



(4) 家庭用エコキュート 当該建物等に設置された給湯器（家庭用エコキュートを除く。）を当該家庭用エ

コキュートと取り替えること。 

２ 補助金の交付は，前項各号に掲げる対象システム及び年度ごとに１回限りとする。 

（補助対象経費） 

第３条の２ 補助対象経費は，次の各号に掲げる対象システムの区分に応じ，当該各号に掲げるとおりとす

る。 

(1) 太陽光発電システム 太陽光発電システムを構成する機器であって，次に掲げるものの購入費及び太

陽光発電システムの設置に要する工事費 

ア 太陽電池モジュール 

イ 架台 

ウ 接続箱 

エ 直流側開閉器 

オ 交流側開閉器 

カ パワーコンディショナー（住宅用蓄電池システムと併用する場合を除く。） 

キ 発生電力量計 

ク 余剰電力販売用電力量計 

ケ 配線及び配線器具 

  (2) 家庭用燃料電池システム 家庭用燃料電池システムを構成する機器であって，次に掲げるものの購入

費及び家庭用燃料電池システムの設置に要する工事費 

ア 燃料電池ユニット 

イ 貯湯ユニット 

ウ 熱源機 

エ 配線及び配線器具 

オ 配管及び配管器具 

(3) 住宅用蓄電池システム 住宅用蓄電池システムを構成する機器であって，次に掲げるものの購入費及

び住宅用蓄電池システムの設置に要する工事費 

ア 蓄電池部（リチウムイオン蓄電池） 

イ 電力変換装置（インバーター，パワーコンディショナー（太陽光発電システムと併用する場合を含

む。）等） 

ウ 附属品（キュービクル，計測・表示装置等） 

(4) ＺＥＨ ＺＥＨ基準を満たす住宅であって，次に掲げるものの購入費及びＺＥＨ基準を満たす住宅の

建築に要する工事費 

ア 空調設備 

イ 換気設備 

ウ 給湯設備 

エ 再生可能エネルギー発電システム 



オ 断熱材 

カ 開口部 

(5) Ｖ２Ｈ充放電システム Ｖ２Ｈ充放電システムを構成する機器であって，次に掲げるものの購入費及

びＶ２Ｈ充放電システムの設置に要する工事費 

ア Ｖ２Ｈ本体部 

イ パワーコンディショナー（アに内蔵されている場合及び住宅用蓄電池システムと併用する場合を除

く。） 

ウ 配線及び配線器具 

(6) 家庭用エコキュート 家庭用エコキュートを構成する機器であって，次に掲げるものの購入費及び家

庭用エコキュートの設置に要する工事費 

ア 家庭用エコキュート本体部 

イ 配線及び配線器具 

（補助金額の算定方法） 

第４条 補助金の額の算定方法は，次のとおりとする（当該額に１，０００円未満の端数があるときは，その

端数を切り捨てる）。 

(1) 太陽光発電システム 補助対象経費の実支出額又は２０，０００円に太陽電池モジュールの公称最大出

力の合計値を乗じて得た額（１００，０００円を限度とする。）のいずれか低い方の額とする。 

(2) 家庭用燃料電池システム 補助対象経費の実支出額又は６０,０００円のいずれか低い方の額とする。 

(3) 住宅用蓄電池システム 補助対象経費の実支出額又は１００，０００円のいずれか低い方の額とする。 

(4) ＺＥＨ 補助対象経費の実支出額又は２５０，０００円のいずれか低い方の額とする。 

(5) Ｖ２Ｈ充放電システム 補助対象経費の実支出額又は８０，０００円のいずれか低い方の額とする。 

(6) 家庭用エコキュート 補助対象経費の実支出額又は３０，０００円のいずれか低い方の額とする。 

（補助金交付の申請） 

第５条 太陽光発電システムに対する補助金の交付を受けようとする者は，当該機器の設置工事を完了し，電

気事業者と電力系統連系を開始した日（当該日が電力の受給を開始した日であるときは，当該日）から起算

して１年以内に，松山市ゼロカーボン推進補助金交付申請書（太陽光発電システム）（様式第１号）に市長

が必要と認める書類等を添付して，市長に申請しなければならない。 

２ 家庭用燃料電池システムに対する補助金の交付を受けようとする者は，当該機器の引渡しが完了した日

（当該家庭用燃料電池システムを保証した日をいう。）から起算して１年以内に，松山市ゼロカーボン推進

補助金交付申請書（家庭用燃料電池システム）（様式第２号）に市長が必要と認める書類等を添付して，市

長に申請しなければならない。 

３ 住宅用蓄電池システムに対する補助金の交付を受けようとする者は，当該機器の引渡しが完了した日（当

該住宅用蓄電池システムを保証した日をいう。）から起算して１年以内に，松山市ゼロカーボン推進補助金

交付申請書（住宅用蓄電池システム）（様式第３号）に市長が必要と認める書類等を添付して，市長に申請

しなければならない。 

４ ＺＥＨに対する補助金の交付を受けようとする者は，当該住宅の建築及び検査並びに引渡しが完了し，電



気事業者と電力系統連系を開始した日（当該日が電力の受給を開始した日であるときは，当該日）から起算

して１年以内に，松山市ゼロカーボン推進補助金交付申請書（ＺＥＨ）（様式第４号）に市長が必要と認め

る書類等を添付して，市長に申請しなければならない。 

５ Ｖ２Ｈ充放電システムに対する補助金の交付を受けようとする者は，当該機器の引渡しが完了した日（当

該Ｖ２Ｈ充放電システムを保証した日をいう。）から起算して１年以内に，松山市ゼロカーボン推進補助金

交付申請書（Ｖ２Ｈ充放電システム）（様式第５号）に市長が必要と認める書類等を添付して，市長に申請

しなければならない。 

６ 家庭用エコキュートに対する補助金の交付を受けようとする者は，当該機器の引渡しが完了した日（当該

家庭用エコキュートを保証した日をいう。）から起算して１年以内に，松山市ゼロカーボン推進補助金交付

申請書（家庭用エコキュート）（様式第６号）に市長が必要と認める書類等を添付して，市長に申請しなけ

ればならない。 

（補助金交付の申請に係る事務手続の代行） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は，前条の規定による事務手続を，当該対象システムを販売する者

等に代行させることができる。 

（交付の決定） 

第７条 市長は，前２条の規定による申請があった場合は，その内容を審査し，必要に応じて現地調査を行

い，適当と認めたときは，補助金の交付を決定し，松山市ゼロカーボン推進補助金交付決定通知書（様式第

７号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は，第５条の申請書の提出があった場合において，当該申請書に形式上の不備があると認めるとき

は，申請者（前条の規定により事務手続を代行させた場合にあっては，当該事務手続を代行した者）に対

し，相当の期間を定めて，その補正を求めるものとする。この場合において，当該申請者が当該期間内に補

正をしないときは，同条の規定による申請をしなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定による審査は，第５条の規定による申請（前項の規定により補正を求めた場合にあっては，

当該補正後の申請）を受け付けた順序により行うものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第８条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は，補助金の交付を

受けようとするときは，市長が別に定める請求書を提出するものとする。 

２ 市長は，前項の規定による請求書の提出があったときは，その日から起算して３０日以内に補助金を交付

するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，補助金の交付決定を取り消

し，又は変更することができる。この場合において，既に交付した補助金があるときは，その全部又は一部

の返還を命じるものとする。 

(1) この要綱又は補助金交付の条件に違反したとき。 

(2) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(3) 対象システムを設置した建築物が，当該対象システムを設置したことにより，建築基準法（昭和２５



年法律第２０１号）第６条の建築基準関係規定に適合しないものとなるとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか市長が必要と認めたとき。 

（処分の制限等） 

第１０条 補助事業者は，補助金の交付を受けた対象システムを法定耐用年数の期限内において処分しようと

するときは，別に定めるところにより市長に申請し，その承認を受けなければならない。 

２ 市長は，前項の規定により処分を承認するときは，別に定めるところにより，補助事業者に補助金額の返

還を命じることができる。ただし，補助事業者の責によらない事由により処分する場合その他市長が特に認

めた場合は，この限りでない。 

（協力） 

第１１条 市長は，必要と認めるときは，補助事業者に対し，対象システムの売電量，買電量等に関する情報

の提供その他の協力を求めることができる。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 付 則 

この要綱は，公布の日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

 


